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土日声認識装置

技術分野

０００1 この発明は、複数の音声認識辞書を備えて、音声認識を〒ぅ音声認識装置に関し

、特に、携帯電話機等の外部接続機器に対応した音声認識辞書を備える音声認識

装置に関するものである。

背景技術

０００2 一般に、音声認識装置においては、音声認識辞書に登録された単語 (語彙 ) を参

照して音声認識を行っており、音声認識率を向上させるためには音声認識辞書に多

数の単語を登録する必要がある。このため、音声認識装置には、既存の音声認識辞

書にュ一ザが単語を追加登録して音声認識辞書を更新する機能及び 又はュ一ザ

個人用の音声認識辞書を作成する機能を有するものがある。

０００3 例えば、音声認識装置において、音声入力による電子メールの作成において使用

される音声認識辞書の作成の際、メール作成処理が開始されたことを検出すると、ア

プリケーションにおいて取得された文書データを読み込んで文書データを解析し、既

存の音声認識辞書に存在しない未知語を抽出して、抽出した未知語を含む音声認、

識辞書を作成するよぅにしたものがある ( 例えば、特許文献 参照 ) 。

０００4 さらに、音声認識辞書を作成・更新する際、第 の解析辞書記憶部に日常使用され

る語彙の表記及び読み等が登録された第 の解析辞書を記憶し、第 2 の解析辞書記

憶部に特殊な語彙の表記及び読み等が登録された第 2 の解析辞書を記憶して、テキ

スト解析部で両解析辞書を用いて形態素解析を〒ぅ一方、読み付与部 2 で入力形態

素に読みを付与する際に、第 2 の解析辞書の登録語彙に関して第 2 の解析辞書の語

彙 読みの対と他の候補 読み候補の対とを対応テーブルに記録して、音声認識

辞書作成部によって対応テーブルの内容に基づいて音声認識辞書を作成して、音

声認識辞書を、認識語彙と第 2 の解析辞書の音素表記及び他の音素表記候補との

対応付けに基づいて作成するよぅにしたものがある ( 例えば、特許文献 2 参照 ) 。

０００5 特許文献 1 特開2 ００4 233577公報 ( 第 3 頁～第 9 頁、第 図～第 9 図)



特許文献2 特開2００3 83公報 (第6頁～第 2頁、第 図～第7図)

０００6 従来の音声認識装置は以上のよぅに構成されているので、音声認識辞書を作成・

更新する際の対象が文書データの送受信が可能なアプリケーションに限られており、

音声認識装置に接続される外部接続機器によって認識の際の単語の使用頻度が大

きく異なることがあり、さらには、外部接続機器によって認識に使用する単語・語彙が

異なることもあることを考慮すると、単一のアプリケーション (つまり、単一の外部接続

機器 のための音声認識辞書を作成・更新するよぅにしたのでは、外部接続機器が異

なると効率的に音声認識を〒ぅことができないとレづ課題があった。

０００7 また、従来の音声認識装置では、単一の音声認識辞書に解析した単語を登録して

いるので、登録単語数が増加すると、音声認識辞書の検索に時間が掛かり、効率的

に音声認識を行えないばかりか、類似語が多くなって認識率が低下することがある。

０００8 この発明は上記のよぅな課題を解決するためになされたもので、外部接続機器に応

じて効率的に音声認識を〒ぅことのできる音声認識装置を得ることを目的とする。

発明の開示
０００9 この発明に係る音声応答装置は、音声認識辞書を参照して人力音声を音声認識し

て音声認識結果を出力しており、外部接続機器が接続され外部接続機器からその

種別を取得するとともに外部接続機器に登録されたデータを取得する外部情報取得

手段と、データから語彙を抽出語彙として抽出し抽出語彙を解析して当該抽出語彙

にヨミを付与して解析データとする語彙抽出解析手段と、種別に対応する音声認識

辞書に解析データを格納する辞書生成手段とを有し、外部接続機器の種別毎に音

声認識辞書を備えることを特徴とするものである。

００1０ 以上のよぅに、この発明によれば、音声認識結果について誤認識であるか否かを判

定して、誤認識であると判定すると、音声認識辞書を切り替えて音声認識処理を継

続するよぅに構成したので、ュ一ザが特別の操作を〒ぅことなく、音声認識辞書を切り

替えて音声認識を〒ぅことができ、その結果、音声認識処理時間を短縮して認識率

を向上させることができるとレづ効果がある。

００11 図 にの発明の実施の形態 による音声認識装置の一例を外部接続機器とともに示



すブロック図である。

図2 図 に示す音声認識装置において音声認識辞書への語彙登録を説明するた

めのフローチヤートである。

図3 図 に示す音声認識装置において音声認識辞書の更新及び新規作成を説明

するためのフローチヤートである。

図4にの発明の実施の形態2による音声認識装置の一例を外部接続機器とともに示

すブロック図である。

図5 図4に示す音声認識装置において音声認識辞書をアクティブとする動作を説明

するためのフローチヤートである。

図6にの発明の実施の形態3による音声認識装置の一例を外部接続機器とともに示

すブロック図である。

図7 図6に示す音声認識装置において外部情報語彙解析手段の動作を説明する

ためのフローチヤートである。

図8 図6に示す音声認識装置において語彙候補提示手段の動作を説明するための

図であり、(a) 及び (b)はそれぞれ語彙候補提示手段によって提示される語彙候補

の例を示す図である。

発明を実施するための最良の形態

以下、この発明をより詳細に説明するために、この発明を実施するための最良の形

態について、添付の図面に従って説明する。

実施の形態 ・

図 はこの発明の実施の形態 による音声認識装置の一例を示すブロック図であり

、図示の音声認識装置 ０は、例えば、ヵ一ナビゲーション装置で用いられる。音声

認識装置 ０はマイク等の音声入力手段皿、音声認識手段 2、及び複数の音声認、

識辞書 (以下単に辞書と呼ぶ) 3 乃至 3 は2以上の整数)を備えるととも

に、外部情報取得手段 4、外部情報語彙抽出手段 5、外部情報語彙解析手段 6

、外部情報辞書生成手段 (辞書生成手段 ) 7、語彙解析用辞書 8、及びC (コ

ンパクトディスクデータベース 音楽C に収録された楽曲に関する情報をュ一ザのC

再生ソフト又は周辺機器に提供するためのデータベース) 9を備えている。そして



、外部情報取得手段 4 には複数の外部接続機器2０ 乃至2０ が接続される。

００13 なお、外部情報語彙抽出手段 5、外部情報語彙解析手段 6、語彙解析用辞書

8、及びC によって語彙抽出解析手段が構成され、語彙解析用辞書 8及び

C によって解析辞書が構成される。

００14 外部接続機器2０ 乃至2０ は、例えば、携帯電話機、小型ミュー、ジ、ソクプレ

ーヤ (例えば Pod (商品名) 、キーボード、又はP (Pe so a a ss s

a )であり、互いに異なる装置であり、辞書 3 乃至 3 はそれぞれ外部接続

機器2０ 乃至2０ に対応している。

００15 音声認識を〒ぅ際には、音声入力手段皿から入力された音声が音声認識手段 2

に与えられ、音声認識手段 2は、後述するよぅにして生成された辞書 3 乃至 3

のいずれか つを参照して人力音声を認識して、音声認識結果を出カする。つ
まり、外部接続機器2０ は から までのいずれかの数) に関して音声認識を行

ぅ際には、辞書 3 を用いて音声認識が行われる。

００16 なお、上述の音声認識結果に応じて、例えば、カーナビゲーション装置では、画面

遷移又は外部接続機器2０ の操作を 、竹 、遷移後の画面又は外部接続機器の

操作結果がモニター等に表示される。

００17 次に動作について説明する。

図 及び図2を参照して、辞書 3 乃至 3 の生成について説明すると、 硅
、外部接続機器2０ が外部情報取得手段 4 に接続されると、外部接続機器2０

から機器を特定するための f 号が外部情報取得手段 4 に与えられる。これによ

って、外部情報取得手段 4は外部接続機器2０ の種類を判別する。

００18 続いて、外部情報取得手段 4は外部接続機器2０ 内に記憶されたデータ(例

えば、携帯電話機であれば受信メール、P o であれば曲名、アーティスト名、アルバ

ム名等) を取得した (ステップS ) 後、外部情報辞書生成手段 7に外部接続機器2

０ の種別 (種類) を通知する (ステップS 2)。なお、外部情報取得手段 4 に接続

される外部接続機器2０ が変更されると、同様にして、ステップS 及びS 2が実

行される。

００19 外部情報取得手段 4で取得されたデータは、外部情報語彙抽出手段 5 に渡され



て、ここで解析対象となる部分 (例えば、受信メールの本文、曲名、アーティスト名、又

はアルバム名等)を抽出して抽出データとして外部情報語彙解析手段 6に渡す(ス

テップS 3)

００2０ 外部情報語彙解析手段 6では、抽出されたデータがメール文章のよぅな文章であ

る際には、形態素解析を 、竹 、語彙解析用辞書 8を参照して、文章を単語に切り分

け、解析の際に得られるョミを各単語に付与して解析データを得る (ステップS 4)

一方、抽出されたデータが曲名又はアーティスト名等の単語である場合には、外部

情報語彙解析手段 6はその表記をキ一としてC を検索して、ョミを取得し当

該語彙に付与して解析データとする。

００2 1 これら解析データは外部情報語彙解析手段 6から外部情報辞書生成手段 7に

渡されて、外部情報辞書生成手段 7は、外部情報取得手段 4から送られた外部接

続機器種別に基づいて、外部接続機器2０ に対応する辞書 3 に解析データ

を格納する (ステップS 5)。このよぅにして、外部接続機器2０ 乃至2０ に対

応して辞書 3 乃至 3 を生成することになる。

００22 ところで、前述の辞書 3 乃至 3 は、メモり中の辞書保存領域に保存され、

所定のュ一ザ以外によって削除されることはない。そして、音声認識装置 ０を起動

する都度、又は外部接続機器2０ を切り替える際に外部接続機器2０ に対応

する辞書 3 が用いられる。

００23 続いて、図3を参照して、前述のステップ 5について詳しく説明すると、外部情報

辞書生成手段 7では解析データを辞書 3 に格納する際、まず、外部接続機器

2０ の種別に基づいて該当する辞書 3 が存在するか否かを判定し(種別判

定手段 ステップS 6)、該当する辞書 3 が存在しないと、辞書保存領域中に新

たに辞書 3 を作成して (辞書作成手段 ステップS 7)、この新規辞書 3 に

解析データを格納する。

００24 一方、ステップS 6において、外部接続機器2０ に対応する辞書 3 が存在

すると判定した場合には、外部情報辞書生成手段 7は、辞書 3 中の語彙を調

べて、解析データに一致する語彙があるか否かを調べる。つまり、解析データから辞

書 3 に存在しないデータを抽出して (ステップS 8)、辞書 3 に存在しない



解析データのみを辞書 3 に格納して、辞書 3 を更新する (辞書更新手段

ステップS g)。そして、外部情報辞書生成手段 7は、辞書 3 に既に存在する

解析データを破棄する。

００25 なお、辞書更新の際、辞書に存在する語彙のぅち解析データに含まれていない語

彙を削除するよぅにしてもよい。このよぅにすれば、辞書に格納されるデータ量の増加

を防止でき、その結果効率的に音声認識を〒ぅことができる。

００26 以上のよぅに、この実施の形態 によれば、外部接続機器の種別に応じて辞書を生

成するよぅに構成したので、外部接続機器毎の辞書を用いて音声認識を〒ぅよぅにす

れば、認識効率が向上するばかりでなく、認識率が向上し、外部接続機器を容易に

音声入力によって操作することができるれづ効果がある。

００27 この実施の形態 によれば、外部接続機器を外部情報取得手段に接続すると、自

動的に対応する辞書が更新される結果、ュ一ザが意識することなく辞書の更新が行

えるれづ効果がある。

００28 実施の形態2・

図4はこの発明の実施の形態2による音声認識装置の一例を示すブロック図であり

、図示の音声認識装置3０において、図 に示す音声認識装置 ０と同一の構成要素

については同一の参照番号を付す。音声認識装置3０はさらに音声認識辞書制御手

段3 を有しており、外部情報取得手段 4は外部接続機器2０ の種別を音声認識

辞書制御手段3 にも通知する。

００29 図5も参照して、いま、外部接続機器2０ が変更されると、前述したよぅに、外部

情報取得手段 4は外部接続機器2０ からデータを取得した(ステップS )後、

外部情報辞書取得手段 7に外部情報機器2０ の種別を通知するとともに、音声

認識辞書制御手段3 に外部情報機器2０ の種別を通知する (ステップS )

００3０ 図 で関連して説明したよぅに、外部情報取得手段 4で取得されたデータから、外

部情報語彙抽出手段 5によって解析対象となる部分が抽出されて抽出データとして

外部情報語彙解析手段 6に渡される (ステップS )。そして、外部情報語彙解析

手段 6では、語彙解析用辞書 8又はC を参照して、解析データ(ョミを付

与した語彙)を得る (ステップS )。外部情報辞書生成手段 7は、外部情報取得



手段 4から送られた外部接続機器種別に基づいて、外部接続機器2 に対応す

る辞書 3 に解析データを格納する (ステップS 4)

００3 1 一方、音声認識辞書制御手段3 は、外部接続機器種別に応じてこの外部接続機

器2０ に対応する辞書 3 をアクティブにする (ステップS 5)。なお、複数の

外部接続機器が外部情報取得手段 4に接続されている際には、これら複数の外部

接続機器に各々に対応する辞書がアクティブとされる。

００32 以上のよぅに、この実施の形態2によれば、外部接続機器の種別に応じて対応する

辞書をアクティブとするよぅに構成したので、音声認識を〒ぅ際、外部情報取得手段

に外部接続機器を接続すれば、辞書が切り替えられることになって、ュ一ザは辞書

の切り替えを意識することなく、音声入力を〒ぅことができるれづ効果がある。

００33 この実施の形態2によれば、外部情報取得手段に接続された外部接続機器に対応

する辞書のみがアクティブとなる結果、音声認識の際に参照すべき辞書を削減する

ことができ、音声認識を効率的に行ぅことができるばかりでなく、認識率を向上させる

ことができるれづ効果がある。

００34 実施の形態3・

図6はこの発明の実施の形態3による音声認識装置の一例を示すブロック図であり

、図示の音声認識装置4０において、図 に示す音声認識装置 ０と同一の構成要素

については同一の参照番号を付す。音声認識装置4０はさらに語彙候補選択手段4

及び語彙候補提示手段42を有しており、後述するよぅに、外部情報語彙抽出手段

5で抽出された抽出データ(語彙)を外部情報語彙解析手段 6で解析した結果得

られた解析データ (ョミが付与された語彙) にゆらぎが存在する場合 (例えば、複数の

語彙候補が存在する場合) 、外部情報語彙解析手段 6はその旨語彙候補提示手

段42に連絡する。

００35 語彙候補提示手段42では複数の語彙候補を、例えば、モニター (図示せず) に表

示して、ュ一ザに選択を促す。ュ一ザが語彙候補選択手段4 によって複数の語彙

候補から つの語彙候補を選択語彙として選択すると、この選択語彙が外部情報語

彙解析手段 6に与えられ、外部情報語彙解析手段 6は選択語彙を解析データとし

て外部情報辞書生成手段 7に渡す。そして、外部情報辞書生成手段 7は、外部情



報取得手段 4から送られた外部接続機器種別に基づいて、外部接続機器2 に

対応する辞書 3 に解析データを格納する。

００3 6 図7及び図8も参照して、いま、Pod のよぅな音楽データ再生機器が外部接続機器

2０ として外部情報取得手段 4 に接続されているとすると、前述したよぅに、外部

情報取得手段 4 は外部接続機器2０ の種別を外部情報辞書生成手段 7 に渡

すとともに、外部接続機器2０ からデータを取得して (ステップS 6 ) 、このデータ

を外部情報語彙抽出手段 5 に送る。

００3 7 外部情報語彙抽出手段 5 は、外部情報取得手段 4で取得されたデータから解析

対象となる部分を抽出してにこでは、例えば、曲名、アーティスト名、及びアルバム

名等のデータが抽出される ステップS 7 ) 、抽出データとして外部情報語彙解析

手段 6 に送る。外部情報語彙解析手段 6では、まず、抽出データがメール文章の

よぅな文章であるか否かを判定して (ステップS 8 ) 、抽出データが文章であると、外

部情報語彙解析手段 6 は形態素解析を 、竹 、語彙解析用辞書 8を参照して、文

章を単語 (語彙 ) に切り分け、解析の際に得られるョミを各単語に付与して解析デー

タを得る (ステップS g )

００3 8 この解析データは外部情報語彙解析手段 6から外部情報辞書生成手段 7 に送

られ、外部情報辞書生成手段 7は、外部情報取得手段 4から送られた外部接続機

器2０ の種別に対応する辞書2０ に解析データを格納する (ステップS 2０)

００3 9 一方、ステップS 8 において、抽出データが文章でないと判定されると、外部情

報語彙解析手段 6ではその表記をキ一としてC を検索して (ステップS 2

) 、検索結果である語彙が存在するか否かを判定する (つまり、一致する語彙がある

かを判断する ステッ S 22)。一致する語彙があると、外部情報語彙解析手段 6

は当該語彙にョミを付与して解析データとする (ステップS 23)。その後、外部情報

辞書生成手段 7 によってステップS 2０が行われる。

００4０ ところで、曲名、アーティスト名、又はアルバム名にゆらぎがあると、抽出データと一

致する語彙がC に存在せず、ステップS 22において、外部情報語彙解析

手段 6 は検索結果が存在しないと判断する。例えば、図8 (a に示すよぅに、外部接

続機器2０ に登録されているデータの表記が 「 x 口」であり、C に



登録されている語彙の表記が 「 ム x 」及び「 」等であると、抽出デ

ータと一致する登録語彙がC に存在しない。この場合、外部情報語彙解析

手段 6では、抽出データに類似する語彙を語彙候補として選択して (ステップS 24
) 、語彙候補提示手段42によってモニター (提示部) 43に語彙候補を提示する。

００41 図8 (a) に示す例では、提示部43に語彙候補として、「 Oム x 」及び「 O
X 」が提示され、ユーザが語彙候補選択手段4 によって語彙候補から つの語彙候

補を選択語彙として選択すると、ステップS 23において外部情報語彙解析手段 6

は選択語彙にョミを付与して解析データとする。その後、外部情報辞書生成手段 7

によってステップS 2 が行われる。

００42 外部情報語彙解析手段 6において抽出データと登録語彙との類似度を判定する

際には、抽出データの表記と登録語彙の表記の文字列長又は文字の一致数、かな

に変換した際の文字列長又は文字の一致数等を用いて類似度 (字数に対する誤字

数の比率) が求められる。例えば、類似度 (まったく一致していない)～００(完全

に一致している)までの度合いを有し、類似度が予め規定された閾値 (例えば、8０)

以上であると、外部情報語彙解析手段 6はその語彙を語彙候補として語彙候補提

示手段42によって提示部43に提示する。図示の例では、ステップS 22及びS 24

が類似語彙判定手段に相当する。

００43 図8 b に示す例では、外部接続機器2０ に登録されているデータの表記が 「ウ

ィッシュカムズトゥルー」であり、C に登録されている語彙の表記が 「ウィッシュ
カムトゥルー」等であると、抽出データと一致する登録語彙がC に存在しない
ものの、類似判定によって、外部情報語彙解析手段 6は、語彙候補提示手段42に

よって提示部43に語彙候補として「ウィッシュカムトゥルー」を提示する。

００44 以上のよぅに、この実施の形態3によれば、外部接続機器に登録されているデータ

の表記に一致する語彙が存在しない場合においても、類似する語彙候補を提示して

ユーザが語彙候補から つの語彙候補を選択すると、選択語彙として辞書に登録す

るよぅに構成したので、辞書の語彙を精度よくすることができ、誤認識率を低減するこ

とができるれづ効果がある。

産業上の利用可能，性



以上のよぅに、この発明に係る音声認識装置は、外部接続機器に応じて効率的に

音声認識を行ぅことのできるので、例えば携帯電話機等で用いられる音声認識装置

に用いるのに適している。



請求の範囲

音声認識辞書を参照して人力音声を音声認識して音声認識結果を出カする音声

認識装置において、

外部接続機器が接続され該外部接続機器からその種別を取得するとともに前記外

部接続機器に登録されたデータを取得する外部情報取得手段と、

前記データから語彙を抽出語彙として抽出し該抽出語彙を解析して当該抽出語彙

にョミを付与して解析データとする語彙抽出解析手段と、

前記種別に対応する前記音声認識辞書に前記解析データを格納する辞書生成手

段とを有し、

前記外部接続機器の種別毎に前記音声認識辞書を備えることを特徴とする音声認、

2 辞書生成手段は解析データを受けた際外部接続機器の種別に対応する音声認識

辞書が存在するか否かを判定する種別判定手段と、

前記外部接続機器の種別に対応する音声認識辞書が存在しないと当該種別に対

応する音声認識辞書を新規に作成する辞書作成手段と、

前記外部接続機器の種別に対応する音声認識辞書が存在すると当該種別に対応

する音声認識辞書を更新する辞書更新手段とを有することを特徴とする請求項 記

載の音声認識装置。

3 外部情報取得手段に接続された外部接続機器の種別を受け、該種別に対応する

音声認識辞書のみをアクティブとする音声認識辞書制御手段を有することを特徴と

する請求項 記載の音声認識装置。

4 語彙抽出解析手段は、抽出語彙を解析する際に用いる解析辞書と、

前記抽出語彙に一致する語彙が前記解析辞書に存在しないと当該抽出語彙に類

似する語彙が前記解析辞書に存在するか否かを判定する類似語彙判定手段とを有

し、

前記抽出語彙に類似する語彙が前記解析辞書に存在すると当該類似する語彙を

語彙候補として提示する語彙候補提示手段を備えることを特徴とする請求項 記載

の音声認識装置。



5 語彙候補提示手段によって提示された語彙候補から つの語彙候補を選択語彙と

して選択する語彙候補選択手段を有し、

語彙解析手段は前記選択語彙にョミを付与して解析データとすることを特徴とする

請求項4記載の音声認識装置。



















INTERNATIONAL SEARCH REPORT Intern onal pplica on No.

PCT/JP2006/316257
A. CLASSIFICATION OF SUB ECT MATTER
G1 0L1 5/0 6{2006 . 0 1 ) i , Gl OL l 5/28 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B. FIELDS SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
G 1 0L1 5 / 0 6 , G1 0L1 5 / 2 8

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included m the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922 - 1996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2006
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2006 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994 -2006

Electronic data base consulted during the intern tional s㏄rch (name of daね base and, where practicable, search terms used)

C. DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Rele ㎝t to claim No.

JP 11-311996 A (Sony International (Europe) 1 - 3
GmbH) ,
0 9 November 1999 (09 . 1 1 . 99) ,
Par . Nos . [0056] t o [0073] ; Figs . 1 , 1 5 t o 1 8

US 6535854 B2 US 2002/069063 Al
EP 0911808 Bl

JP 9-171395 A (Oki Electric Industry Co., 1 - 2

Ltd.) ,
30 June, 1997 (30.06.97),
Full text; all drawings
(Family: none)

WO 2002/001550 A l (Mitsubishi Electric Corp.) 1 - 3
03 January, 2002 (03.01.02),
Page 3 , lines 14 to 20; Figs. 4 to 5

EP 1298644 Al

Further documents are listed in the cont面 ation of Box C See p tent family annex

* Special categories of cited documents: "T" later document pu lished after the international filing date or pπoπty
"A" document defining the general state of the art which is not considered to date and not in conflict with the application but cited to understand

e of particular relevance the pπnciple or theory underlying the invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international filing "X' document of particular relevance; the claimed invention cannot be
date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

"L" document which may throw doubts on pπoπty claim(s) or which is step when the document is taken alone

cited to establish the publication date of another citation or other "Y' document of particular relevance, the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered to involve an inventive step when the document is

"O" document referring to an oral disclosure, use, e hibition or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P ' document published pπor to t e international filing date but later than the being obvious to a person skilled in the art

pπoπty date claimed "&' document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
3 0 August , 2 0 0 6 ( 3 0 . 0 8 . 0 6 ) 12 September, 2006 (12.09.06)

Name and mailing ad打ess of the ISA/ Authorized officer
Japanese Patent Office

F c imi1e No Telephone No
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (April 2005)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT/JP2006/316257

C (Continuation) DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y J P 2002 -91755 A (International Business 3
Machines Corp . ) ,
2 9 March , 2 0 02 (2 9 . 03 . 02 ) ,
Full text ; all drawings

US 6 6 54 72 0 Bl

A J P 2 003 - 2 55 9 82 A (Fuj i t s u Ltd . ) , 1 - 5
1 0 Sept ember , 2 0 03 (1 0 . 0 9 . 03 )
Full text ; all drawings

US 2 0 03 / 0 163 3 0 8 Al

A J P 8 - 2 4 89 80 A (Fuj i Xerox Co . , Ltd . ) , 1 - 5
2 7 Sept ember , 19 96 (2 7 . 0 9 . 96 ) ,
Par . Nos . [0 06 8] t o [0 07 0] ; Fig . 1 8
(Family: none)

A J P 2 00 1 - 2 2 3 74 A (Vi ctor Company Of Japan , 1 - 5
Ltd . ) ,
2 6 January , 2 0 01 (2 6 . 0 1 . 01 ) ,
Full text ; all drawings
(Family: none)

A J P 2 00 1 - 4 2 8 84 A (Sony Corp . ) , 1 - 5
16 February , 2 00 1 (16 . 02 . 0 1 ) ,
Ful l t ext ; a l l drawings

EP 1 073 03 7 A2

A J P 2 00 1 - 924 85 A (Int ernat ional Bus iness 1 - 5
Machines Corp . ) ,
06 Apri l , 2 0 01 (06 . 04 . 01 ) ,
Ful l t ext ; a l l drawings

US 6 952 67 5 Bl

A J P 1 1 - 2 3 1 886 A (Denso Corp . ) , 1 - 5
2 7 August , 1 99 9 (2 7 . 0 8 . 9 9 ) ,
Ful l t ext ; a l l drawings
(Family: none)

A J P 2 002 - 3 5 16 52 A (NEC System Technology 1 - 5
Kabushi i Kai sha ) ,
06 December , 2 002 (06 . 12 . 02 ) ,
Ful l t ext ; a l l drawings
(Family: none)

A J P 1 1 - 3 12 07 3 A (Fuj i t s u Ltd ・) , 1 - 5
0 9 November , 1 99 9 (09 . 11 . 9 9 ) ,
Ful l t ext ; a l l drawings

US 5 9 917 1 9 A EP 095 3 8 96 Al

Form PCT/ISA/210 (continuation of second sheet) (April 2005)



国際 頗番号 P C T ノ J P 2 O O 6 / 3 1 6 2 5 7

A ・ 発明の属する分野の分類 (国際特許分類 ( I P C ) )

CI G10L15/06(2006. 01) i , G10L15/28 (2006. 01) i

B 調査を行 た分野
調査を行 た最小限貸科 (国際特許分類 ( I P C ) )

IntCl G10L15/06, G10L15/28

最小限貸科以外 (D 貸科て調査を行 た分野に含まれる もの

日本国実用新案公報 1922 1996年
日本国公開実用新案公報 1971 2006年
日本国実用新案登録公報 1996 2006年
日本国登録実用新案公報 1994 2006年

国際調査て使用 Lた電子テ タ ス テ タ スの名称、調査に使用した用括

C ・ 関連する 認められる文献
引用文献 (D I
カテ 引用文献名 及ひ 部の箇所か関連す きは、 その関連する箇所の表示 請求の範囲の番号

Y J P 1 1 - 3 1 1 9 9 6 A ソ イ タ ナ ョナ 1 - 3

( ヨ ツ ) ゲゼJVシヤフ ト ト シ クテJV

ソ ク ) 1999. 11. 09, [ 0 0 5 6 ] - [ 0 0 7 3 ] ,

第 1 ， 1 5 - 1 8 図
& U S 6 5 3 5 8 54 B 2
& U S 2002 0 6 9063 A l
& E P 0 9 1 1808 B l

庄 C欄の続きにも文献か列挙 されて る。 r テ トフア に関す 別紙を参 B 。

引用文献の力テ の 日の後に公表 された文献
A 特に関連のある文献てはな 、一般的技術水準を示す ΓT 国際出願 日又は優先 日後に公表 さ た文献てあ て

もの 出願 矛盾するものてはな 、発明の原理又は理論
E 国際 願 日前の 願または特許てあるか、国際出願 日 の理解のために引用するもの

以後に公表されたもの 特に関連のある文献てあ て、当該文献のみて発明
Γ J 優先権 張に疑義を提起す 文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性かな と考えら るもの

日若 < は他の特別な理由を確立するために引用す 特に関連のある文献てあ て、当該文献 と他の i 以
る文献 理由を付す) 上の文献 との、当業者にと て自明てある組合 に

ΓO 口頭による開示、使用、展示等に言及する文献 よ て進歩性かな と考えられるもの
rpj 国際 願 日前て、か 優先権の 張の基礎 なる出願 r& 同一 テ トフア 文献

国際禍査を完了した日 国際調査報告の発法 日
3 0 . 0 8 . 2 0 0 6 1 2 . 0 9 . 2 0 0 6

国際洞査機関の名称及ひあて先 特辞庁審査官 権限のある職員 5 Z 9 3 7 9

日本国特許庁 ( I S A / J P ) 樫本 剛
郵便番号 1 0 0 - 8 9 1 5

東京都 代田区霞か関三丁目4 番 3 号 電話番号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 1 内線 3 5 4 1

様弍 P C T ノ I S A ノ2 1 0 (第 2 - - ) ( 2 0 0 5 年 4 月



国際調査報告 国際出願番号 PCT/ JP2006/316257

C (続き) 関連す 認められ 文献
用文献の 関連する

カテ リ 引用文献名 及ひ一部の箇所か関連する きは、その関連する箇所の表示 請求の範囲の番号

Y JP 9-171395 A (沖電気工業株式会社 ) 1997. 06. 30, 1 - 2

全文，全図 ア な し)

Y W O 2002 001550 A l (三菱電機株式会社 1 - 3

2002.01.03, 3頁第 14-20 , 第 4-5 図
& E P 1298644 A l

Y JP 2002-91755 A (イ タ ナ ョナ ・ビ ネス

・ ポ / ョ y ) 2002. 03. 29，全文，全図，
& U S 6 6 5 4 7 2 0 B l

A JP 2003-255982 A (富士通株式会社 ) 2003. 09. 10, 1 - 5

全文，全図
& U S 2003 0163308 A l

A J P 8 - 2 4 8 9 8 0 A (富士ゼ ツクス株式会社 1 - 5
1996. 09. 27, [ 0 0 6 8 ] - [ 0 0 7 0 ] , 第 1 図

( 7 ア な し)

A J P 2 0 0 1 - 2 2 3 7 4 A ( 日本ビクタ 株式会社 1 - 5

2001. 01. 26，全文，全図 ( 7 ア な し)

A JP 2001-42884 A (ソ 株式会社 2001. 02. 16, 1 - 5

全文，全図
& E P 1073037 A 2

A JP 2001-92485 A (イ y タ ナ ョナJ ・ビジネス 1 - 5

・ ポ i ョ 2001. 04. 06，全文，企図
& U S 6 9 5 2 6 7 5 B l

A J P 1 1 - 2 3 1 8 8 6 A 株式会社デ ソ -) 1999. 08. 27, 1 - 5
全文，全図 (フア な し)

A J P 2 0 0 2 - 3 5 1 6 5 2 A ( ヌイ ステムテク 1 - 5
ノ ジ 株式会社 ) 2002. 12. 06，全文，全図 (7T な し

A JP 1 1-312073 A (富上通株式会社 ) 1999. 11. 09, 1 - 5

全文，全図
& U S 5991719 A
& E P 0953896 A l

様式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 2 y の続き 2 0 0 5 年 4 月


	front-page
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

